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宗教団体の法人格に関する意見書 

 

最高裁判所第三小法廷 御中 

●●●●（●●大学●●学部准教授） 

 

 平素より、わが国における司法の最高機関として、また憲法秩序を擁護する機関として、慎

重かつ公正な判断を示されておりますことに、深く敬意を表します。 

 本意見書は、今般の世界平和統一家庭連合（以下では、「家庭連合」とします。）に関連す

る事案につき、とりわけ宗教団体の法人格をめぐる問題について、小職の見解を述べるもので

す。(略)  

 以下では、上記の視点から、宗教団体の法人格に関する私見を述べさせていただきます。本

意見書が、今般の事案に関する司法判断の一助となれば幸甚に存じます。 

 なお、本文は、論旨の明確化のため、常体で記述させていただきます。 

 

 

はじめに 

本意見書は、宗教法人に対する解散命令が宗教団体および構成員たる信徒に対してもたらす

意味および影響について、宗教団体の「法人格取得権」および「法人格不可侵権」という観点

から検討し、宗教法人法第 81 条 1 項 1 号の適用に際して採用すべき審査基準について私見を

述べるものである。 

本稿における基本的な問題意識は、宗教団体が法人格を有することの意義を、単なる財産管

理・取引上の安全の確保や、団体を「人」と擬制することで法律行為を可能とするといった世

俗的な側面のみに限定せず、信徒の宗教生活や当該宗教に対する社会的評価などを含めた信教

の自由の側面から実態に即して捉え直す必要があるという点にある1。そもそも、宗教団体

 
1 宗教法人法は、第 2 条において宗教団体を定義づけている。これは、佐藤によれば「憲法上の「宗教団体」

よりもその概念において狭く」、現行の宗教法人法は「主として財産管理・取引の安全の確保から一定の要件

を定めている」。それに連動して、「現行法制上様々な特典がともなっている。」佐藤幸治『日本国憲法論 

第２版』（成文堂、2020 年）254 頁。確かに、同法は宗教法人の世俗的な側面のみを対象とするものであ

り、これはオウム真理教解散命令事件において最高裁判所決定が指摘するところであるが、最高裁は解散命令

が確定し清算手続に入ることにより信者の信仰に支障を生じさせうることも同時に認めている（同 260
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は、個々の信徒の単なる集合体ではなく、「特定の信仰を有する者による、該宗教目的を達成

するための組織体」であって2、その目的は、礼拝、宗教儀礼、布教活動、宗教教育、宗教集

会の実施、礼拝施設の維持、財産の管理、献金等の受理および管理、信徒の交流および共同生

活等多岐にわたる。ここに、宗教結社を設立する自由が信教の自由の一要素として保障されて

いることの意味がある。なお、ここでいう宗教的「結社の自由」とは、団体の結成・不結成や

加入・不加入等につき、また団体としての意思形成やそれを実現するための諸活動につき、

「公権力による干渉を受けないこと」を意味する3。宗教法人法第 1 条は、同法の目的につい

て、宗教団体の「目的達成のための業務及び事業を運営することに資する」ことを掲げている

ことからも、宗教団体に法人格を与えることの究極の目的は、世俗的な側面に限定されず、公

権力の干渉を排除し法秩序の中で信教の自由を実効的に保障していくことにあるといえる4。 

ここで注意すべきは、宗教団体が法人格を有することの意義や効果は、法人格を取得する段

階と、それが定着した後で異なる点である。宗教団体が法人格を取得しようとする時、当該宗

教団体が、中立、平等、公正かつ透明な条件のもとで法人格を取得できるかどうかが問題とな

る。一方、宗教法人法に基づき法人格を取得し長期にわたり宗教法人として活動してきた宗教

団体について、その法人格を公権力が剥奪する時に問題となるのは、法人格取得後に形成され

浸透してきた宗教団体（法人）の組織的な基盤を破壊することに合理性・正当性が認められる

か否かである。そもそも、宗教法人法上の「解散」は、「宗教法人が宗教法人として機能しな

くなり、もうそろそろ廃止してもいいだろうという場合における認識のもとに行われて」いる

ものであって、「大きな団体が人権侵害を犯している場合においての「解散」というような想

 

頁）。そうであれば、やはり宗教法人法が対象とし問題が生じうるのは宗教団体の世俗的な側面のみと言い切

ることもできず、同時に宗教的な側面が混在する領域や、構成員である信徒の信教の自由との関係性を議論す

る必要がある。同法が、宗教団体における宗教事項について、公権力が「いかなる形においても調停し、若し

くは干渉する権限」や「宗教上の役職員の任免その他の進退を勧告し、誘導し、若しくはこれに干渉する権

限」を有しないと定めている（第 85 条）のは、まさにこうした宗教団体の宗教的な側面を意識したものとい

える。 

2 同 254 頁。 
3 同 327 頁。 
4 宗教法人法の目的について、小川原は、多くの知識人や新聞各紙の評価を紹介している。その中で、例えば

憲法学者の川西誠は、宗教法人が認証制を取る理由について、「宗教団体を「国家の政治策」と切り離し、独

自の立場から人間個人の「心霊生活の核心」とするためと述べる。また、仏教学者である竹田智道は、「宗教

法人法が宗教法人の自由な活動を認めつつその自主性を尊重し…宗教団体を国家の手から解放し」たと述べ

る。小川原正道『「信教の自由」の思想史』（筑摩選書、2024 年）194-202 頁。 
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定は」、制定当時の段階にはなかったものと思われる5。このため、宗教法人の「解散」にあ

たっては、条文を機械的に当てはめるのではなく、宗教法人法の趣旨や宗教法人と構成員の関

係を踏まえた丁寧な検討が必要である。 

本稿では、上記の二つの局面を区別し、便宜上、前者を「法人格取得権」、後者を「法人格

不可侵権」と呼ぶこととする6。ここでいう法人格取得権は、宗教団体が宗教活動を行うため

に法人格が不可欠であるというものではない。確かに、特定の団体が社会において活動する上

で、当該団体それ自体を「人」と擬制する法人格は極めて重要な役割を果たすものであって、

それは宗教団体に限られるものではない。このため、宗教団体が法律に基づき宗教法人として

の地位を獲得することには合理性がある。しかし、宗教団体は、一般社団法人、一般財団法人

その他の法人形態や任意団体としても一定の活動を実施することが可能である。場合によって

は、準則主義をとる一般社団法人または一般財団法人の方が、団体の活動という点では利点が

大きいということもできる。法人格取得権は、団体の性質・活動・目的に応じて、一般社団法

人や一般財団法人等、宗教法人法以外の制度によっても充足されうるものである。 

しかし、そもそも宗教団体は社団および財団の両者の性質を内在する特殊な存在であり、他

の団体とは区別される7。宗教団体が自らの活動を「宗教活動」と自認し、対外的にもそのよ

うに主張し、宗教活動をより実効的に継続するために宗教法人としての地位を得ようとする

時、宗教法人としての地位には、所轄庁により認証を受けた宗教活動を主旨とする団体とい

う、他の法人とは明確に異なる意味・効果が付与されることとなる。宗教法人としての地位

は、当該宗教法人が宗教活動を継続する中で対外的にも対内的にも浸透・定着し、宗教団体お

よび構成員たる信徒のアイデンティティとなり、社会的な評価を帯びるものとなる。宗教団体

にとって、宗教法人としての地位は、その世俗的な側面だけでなく、宗教団体および構成員た

 
5 島薗進他『宗教・カルト・法 旧統一教会問題と日本社会』（高文研、2024 年）［島薗発言］98 頁。  
6 なお、例えば井上は、「…継続的になんらかの社会的活動をしようとすれば、運営費（会費又は寄付）の確

保、活動のための施設・設備の保有および第三者との取引の必要性から…団体自体が現実に活動するための物

的手段や…法的手段といった活動手段、つまり法人格（法的能力）が不可欠」としつつ、団体の法人格取得権

を提唱している。井上武史『結社の自由の法理』（信山社、2014 年）320 頁。筆者は、これを、本稿でいう

ところの法人格取得権および法人格不可侵権の両者を含む広義の法人格取得権として認識している。本稿は、

宗教団体に限らず団体一般にとっての法人格取得権（広義）の重要性は、当該団体の性質、法人格を取得しよ

うとする目的、法人格を取得してからの期間等により異なるという観点から、特に重要性が高いと思われる

「法人格不可侵権」を抽出し、法人格取得権（狭義）と区別することで、宗教法人の解散に係る問題点を明確

にしようとするものである。 

7井上恵行『宗教法人法の基礎的研究』（第一書房、1969 年）336 頁。 
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る信徒のアイデンティティと、当該宗教団体に対する社会的な認識とを架橋するものというこ

とができる。そうであれば、宗教法人にとっての法人格不可侵権は、代替手段が存在し得る法

人格取得権とは異なり、宗教団体の構成員たる信徒一人一人の内面と密接に関わるものという

ことができるため、これを制約する際には、極めて厳格な審査基準が必要となる。 

本稿は、特に宗教団体の法人格不可侵権に光を当てるものである。ゆえに、特定の宗教団体

の法人格取得権について問うわけではない8。既に法人格を有し、長期にわたり宗教法人とし

て活動してきた宗教団体について、その法人格を公権力が剥奪することが憲法上許容されるか

否か、許容されるとすれば、宗教団体および構成員たる信徒の信教の自由に対する制約を伴う

が、この制約につきどのような審査基準を採用すべきかを問う。私見では、後述するように、

宗教法人法第 81 条 1 項１号の適用に際しては、単なる「法令違反」や「公共の福祉への害」

の存在では足りず、同条を限定解釈の上、具体的危険性の現在や代替手段の不存在等を含む厳

格な審査基準が必要となる。 

 

１ 宗教団体と法人格 

（１）「法人格取得権」の意義 

 宗教団体の法人格取得権とは、宗教団体が、宗教法人法に基づき、その目的を達成するため

に、公権力により妨げられることなく法人格を取得する権利をいう。これは、国家が特定の宗

教団体を公認するとか、その存在にお墨付きを与えるといった類のものではない。そもそも信

教の自由は国家による承認を前提とするものではなく、宗教団体は法人格を取得せずとも当然

に存在し、宗教活動を行うことができる。信教の自由の三分説がいうところの宗教的結社の自

由は、この点に関するものである。しかし、宗教団体は、宗教活動を実施しそれに必要な施設

および財産を管理するなどに際して法人格を取得することが必要である場合、宗教法人法に基

づき、宗教法人としての資格を得ることができる。 

 宗教団体が法人格を取得することの重要性は、国際人権法上も確認されている。先述したよ

うに、宗教または信条の自由は、国家による登録、認証、法人格の付与によって初めて発生す

るものではない。欧州安全保障協力機構／民主制度・人権事務所（OSCE/ODIHR）・ヴェネ

 
8 無論、これは法人格取得権を否定する趣旨ではない。これを当然認められるとの前提に立った上で、宗教団

体が宗教法人としての地位を維持・発展させ、それを公権力によりみだりに剥奪されない権利として法人格不

可侵権に着目するという趣旨である。 
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ツィア委員会の「宗教または信条共同体の法的人格に関する共同ガイドライン」（2014 年）

は、宗教または信条の自由は、行政上の登録手続とは独立して保障されるべき自由であり、未

登録であることのみを理由として宗教活動を違法視してはならないことを前提としている9。

同ガイドラインは同時に、宗教団体が継続的かつ安定的に活動するためには、法人格を取得す

ることが重要であるとも述べる10。宗教団体は、礼拝施設の所有・賃借、金銭の授受に関する

諸手続、雇用関係その他の諸契約の締結、宗教資料の出版、教育活動等、種々の法律行為を通

じて活動するため、法人格は、宗教活動の「許可」を意味するものではないとしても、信教の

自由を実効的に保障するための基盤となる。したがって、国家は、宗教団体が法人格を取得す

るための手続を、中立、平等、公正かつ透明なものとして整備しなければならない。 

このような理解は、OSCE/ODIHR・ヴェネツィア委員会共同意見（2020 年）においても

確認されている11。同意見書は、宗教団体が活動するために国家登録または法人格の取得を義

務づけられるべきではなく、未登録であることのみを理由として宗教活動を違法視してはなら

ないと述べる12。その文脈の中で、宗教団体が礼拝施設の所有・賃借、金銭の授受に関する諸

手続、雇用関係その他の諸契約の締結、宗教資料の出版、教育活動等を安定的に行うために

は、法人格を取得することが重要であると指摘する13。ヴェネツィア委員会の 2014 年ガイド

ラインおよび 2020 年意見は、いずれも、宗教団体の法人格が、宗教団体および構成員たる信

徒の信教の自由を実効的に保障するための基盤である、という基本原則に立つものである。 

 以上より、法人格取得権は、宗教団体が望む場合に、中立、平等、公正かつ透明な条件のも

とで法人格を取得することのできる権利として理解することができる。その意味で、法人格取

得権の中心には請求権的な性質があるが、一方で公権力の広範な裁量、国内の少数派宗教団体

 
9 OSCE/ODIHR and European Commission for Democracy through Law (Venice Commission), Joint 

Guidelines on the Legal Personality of Religious or Belief Communities, CDL-AD(2014)023, adopted by the 

Venice Commission at its 99th Plenary Session, Venice, 13–14 June 2014, para. 10. 

10 Ibid., paras. 20, 24. 
11 この意見書は、ウズベキスタン共和国における「違法な宗教活動」概念や、登録を前提とする規制を内容と

する新しい宗教法案に対して、未登録団体の活動を違法視しないよう求めるものであった。OSCE/ODIHR 

and European Commission for Democracy through Law (Venice Commission), Joint Opinion on the Draft Law 

“On Freedom of Conscience and Religious Organizations” of the Republic of Uzbekistan, CDL-AD(2020)002, 

adopted by the Venice Commission at its 124th online Plenary Session, 8–9 October 2020. 

12 Ibid., para. 39. 

13 Ibid., para. 41. 
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に対する不利益取扱い、教義内容に関する審査を排除するものでもあって、この点には自由権

としての性質の方が色濃く現れているともいえよう。 

 もっとも、法人格取得権それ自体については、権利主体が宗教団体であったとしても、常に

「宗教法人」としての地位を求める権利と解す必要はない。上述したように、団体が法律行為

をなしうる地位を得ることが目的であれば、宗教法人でなくとも、一般社団法人、一般財団法

人その他の「法人」としての地位を取得すれば足りる。このため、宗教団体の法人格取得権に

ついては、その対象を宗教法人のみに限定する必要はなく、他の「法人」形態を取得すること

が妨げられない権利として理解すべきである。 

 

（２）「宗教法人」であることの独自の意味 

 しかし、宗教法人は、一般社団法人や一般財団法人等と同一でない。宗教法人としての地位

は、「人」としての法的地位の他に、これを取得した団体が、特定の教義・信仰のもとで活動

する宗教団体であることの外形を付与することになる。ある宗教団体が、自らの活動を宗教活

動として自認し、かつ対外的にもそのように判断されることを望むのであれば、宗教法人とし

ての地位は、宗教団体および構成員たる信徒のアイデンティティの一部を構成するという独自

の意味を帯びることになる。 

 宗教法人法第１条 1 項によれば、同法は、宗教団体が、礼拝の施設その他の財産を所有し、

これを維持運用し、その他その目的達成のための業務及び事業を運営することに資するため、

宗教団体に法律上の能力を与えることを目的とする。第 4 条は、宗教団体が宗教法人法に基づ

き法人格を取得することを認める。一般社団法人や一般財団法人としても法律行為は可能とな

るが、宗教法人は、「宗教法人法」に基づき法人格を取得し、その目的は「礼拝」等の財産を

所有し、宗教団体の目的を達成することに資するものであるため、他の法人形態と区別するこ

との実益は、まさにその宗教的性質にあるともいえる。こうした宗教法人の性質は、第 84 条

が、「公租公課に関係がある法令を制定し、改廃」等をする場合において、「宗教法人の宗教

上の特性及び慣習を尊重し、信教の自由を妨げることがないように特に留意しなければならな

い。」と規定するところからも、その重要性を窺い知ることができる。 

このため、宗教団体が取得し得る法人格は必ずしも宗教法人に限定されないとしても、宗教

法人としての地位は、当該団体のアイデンティティに密接に関わるものであり、それは宗教法

人として一定期間活動を継続することによって、宗教団体および構成員たる信徒の間に定着す

る。この時、宗教法人であることの意味は、法人格取得時のそれとは別物となっている。法人
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格取得後は、既に形成された宗教団体および構成員たる信徒のアイデンティティや組織的な土

台を維持することの利益が、宗教法人としての地位それ自体に組み込まれるためである。 

 

（３）法人格の取得前と取得後における意義の変化 

宗教団体に限らず、一般に、団体が法人格を有することの意義は、法人格を取得する前後で

区別すべきである。団体は、法人格を持たずとも、代表者や主管者個人の名において活動する

ことが可能であって、それにより何らの制約を受けるわけではない。しかし、現代社会におい

て、団体が権利義務の主体として法律行為を行う能力は、財産の管理、団体が関与する種々の

契約、土地建物の所有権をめぐる問題や賃貸借等を考慮すると、団体にとって不可欠なものと

もいえ、法人格取得権には一定の意義が認められる。一方、法人格取得後は、団体の活動基盤

は法人格を前提とするものに移行する。財産の所有権や雇用契約等は法人名義となり、代表者

や主管者の交代に関わらず法律上の効果は継続し安定的なものとなる。このように、法人格を

取得後、法人としての地位は団体の活動の基盤をなすものとなるのであって、これを無闇に破

壊することは、団体に対する死刑宣告に等しい。団体にとって法人格の意義は、取得前には団

体の活動をより便宜かつ安定的なものにするといった意義にとどまるものの、取得後には団体

にとって不可欠の活動基盤となるのである。 

特に宗教法人にとって、この点は重要である。井上恵行は、宗教法人は単なる世俗的な存在

ではなく、「世俗性」（あるいは「世間性」）と「宗教性」（あるいは「出世間性」）をあわ

せ持つ存在であるという14。両性格は「それぞれ別々に存在するのではなく…一本の宗教法人

の中に融けあっているもの」とした上で、世俗性に属する事項については法律の規定領域であ

るが、この領域において憲法の事項である宗教性の領域を侵すことはできないとする15。この

指摘を本節の趣旨に照らすならば、法人格の取得前においては、宗教性のみを有する宗教団体

が世俗性の性質を加えようとする局面が法人格の取得時といえ、法人格取得後は、世俗性が宗

 
14 井上・前掲注 7、357 頁。井上はこうした宗教法人の性格を、以下のように氷山に例える。「宗教法人は、

大海に浮動する氷山にも比すべきものであろうか。氷山の、海上の見える部分は、海中の見えない部分の幾分

の一にしかすぎない。法人法の目が届く部分（世間性）は、全氷山の何分の一にしか当たらない。その大部分

（出世間性）は、法人法の目が届かない、政教分離の海中に姿を没しているのである。…宗教法人の世間性の

部分だけが宗教法人ということも誤りである。海中の部分をも合わせて氷山であるということがまちがいでな

いように、宗教法人の出世間性の部分をも合わせて宗教法人であるといってもまちがいではない。」同 357-

358 頁。 

15 同上。 
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教団体の宗教性に融け合っていくということになる。後者は、憲法の領分を多分に含むが故

に、前者に比して法律による規制がより馴染みにくい。この「憲法の領分」に、宗教団体およ

び構成員たる信徒一人一人の宗教生活や宗教的アイデンティティが含まれていることは言うま

でもない。 

 宗教団体の宗教法人たる地位は、法人格取得後、団体の活動基盤となる。宗教団体は、宗教

法人であることを前提に財産を管理・維持し、職員を雇用し、種々の契約を締結し、信徒は宗

教活動に参加する。法人格なき宗教団体は、代表者・主管者個人の名のもとにこれらを行うこ

とができるが、宗教法人は、「法人」としてこれらを行うのである。 

 宗教法人法第 81 条１項は、宗教法人の解散について規定する。より包括的な規定は同第 1

号であるが、これは「法令に違反して、著しく公共の福祉を害すると明らかに認められる行

為」をした場合であって、特に「著しく」や「明らかに」といった修辞を用いることにより、

行政裁量の範囲を絞り込み、対象を宗教法人の世俗性の部分に限定している。同号は、原案段

階では、「法令に違反し、又は公共の福祉に反した時」となっていたが、宗教活動を実施する

際のハードルを引き下げ、解散命令の乱発を避けるために現行の規定に改められた16。 

このようにみると、解散命令により宗教法人が法人格を失うことによる信徒の宗教生活への

支障が「間接的で事実上のものであるにとどまる」とか、「法人格を有しない宗教団体として

…存続させ、新たに宗教団体を結成することが妨げられるわけではなく…」とか、「信者らの

存在意義や価値そのものが否定されるわけでもない」といったことにより、当該解散命令が正

当化されるか否かについては、なお慎重な検討を要する17。宗教法人の活動・存立基盤そのも

のであり宗教団体および構成員たる信徒のアイデンティティにも関係する法人格を、いかなる

条件のもとで国家が剥奪しうるのかを、厳格な審査基準のもとで検討する必要があろう。 

 

２ 「法人格不可侵権」に関する検討―欧州人権裁判所判決を参考に― 

（１）欧州人権裁判所判決と「法人格取得権」 

欧州人権条約第 9 条は思想、良心および宗教の自由（以下では、便宜上「信教の自由」とす

る。）を、第 11 条は結社の自由を保障している18。そして欧州人権裁判所は、判例法理を確

 
16 同 414 頁。 
17 東京高裁令和 8 年 3 月 4 日決定・判例集未登載、168 頁。 

18 第 9 条「①すべての者は、思想、良心および宗教の自由についての権利を有する。この権利には、自己の宗

教または信念を変更する自由ならびに、単独でまたは他の者と共同しておよび公にまたは私的に、礼拝、教
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立する中で、法人格を信教の自由および結社の自由に深く関わるものとしつつ、宗教団体が法

人格を取得する権利と、取得後にそれをみだりに剥奪されない権利とを区別してきた。無論、

日本は欧州人権条約の枠組みに羈束されているわけではないが、こうした議論は、法の支配と

人権保障をより発展させていくためにも積極的に参照すべきである。 

本節では、本稿のいう「法人格取得権」について述べる。まず、Metropolitan Church of 

Bessarabia and Others v. Moldova（2001）19においては、宗教団体に対して国家が登録（これ

は、法人格の取得と同旨である。）を拒否することが、当該団体の活動を不安定なものとし、

構成員たる信徒の信教の自由を侵害するとして問題となった。欧州人権裁判所は、宗教団体と

信教の自由との関係につき、そもそも宗教団体はその性質上、組織体として存在するものであ

るから、欧州人権条約第 9 条は、結社の自由を保障する同第 11 条に照らして解釈されなけれ

ばならないと述べた20。その上で、信教の自由には、他者と共同して宗教を表明する自由が含

まれる以上、構成員には、国家の恣意的介入を受けることなく宗教団体を形成し、これを通じ

て宗教活動を行うことへの正当な期待があるとされた21。また、裁判所は、民主社会における

多元主義のもとでは、宗教団体の自律的存在が不可欠であるとし、国家には宗教団体に対する

中立性・公平性が求められると判示した22。 

この判決以降、欧州人権裁判所は、宗教団体の自由を、単なる個々人の内心の問題としてで

はなく、結社としての宗教団体の組織的活動の問題として検討するようになった。Moscow 

Branch of the Salvation Army v. Russia（2006）23および Church of Scientology Moscow v. 

 

導、行事および儀式によってその宗教または信念を表明する自由を含む。②宗教または信念を表明する自由に

ついては、法律で定める制限であって、公共の安全のため、または公の秩序、健康もしくは道徳の保護のた

め、または他の者の権利および自由の保護のため、民主的社会において必要なもののみを課す。」第 11 条

「①すべての者は、平和的な集会の自由および結社の自由についての権利を有する。この権利には、自己の利

益の保護のために労働組合を結成しおよびこれに加入する権利を含む。②前項の権利の行使については、法律

で定める制限であって、国の安全もしくは公共の安全、無秩序もしくは犯罪の防止のため、健康もしくは道徳

の保護のため、または他の者の権利および自由の保護のために、民主的社会において必要なもの以外のいかな

る制限も課してはならない。この条の規定は、国の軍隊、警察または行政機関の構成員による前項の権利の行

使に対して合法的な制限を課することを妨げるものではない。」 
19 Metropolitan Church of Bessarabia and Others v. Moldova, no. 45701/99, Judgment of 13 December 2001. 

20 Ibid., §118. 

21 Ibid., §118. 
22 Ibid., §118, §123. 

23 Moscow Branch of the Salvation Army v. Russia, no. 72881/01, Judgment of 5 October 2006. 
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Russia（2007）24においては、個人が共通の利益の領域において集団で活動するために団体を

結成しその団体が法人格を取得することは、結社の自由の最も重要な側面の一つであり、それ

がなければ結社の自由は意味を失うとした25。そのうえで、宗教団体に対する法人格の付与や

国家登録を拒否する場合には、結社の自由および信教の自由に対する干渉になりうるとされた

と同時に、第 9 条上の宗教の自由に対する干渉にもなり得るとした26。 

 これらの判例は、宗教団体が法人格を取得する権利が信教の自由および結社の自由の観点か

ら重要であることを示している。宗教団体は、単なる信徒の集合体ではなく、礼拝施設の所

有・賃借、金銭の授受に関する諸手続、雇用関係その他の諸契約の締結、宗教資料の出版、教

育活動等を通じて、組織的に活動しこれを継続する存在だからである。宗教団体が法人格を取

得できない場合、当該団体は、上記の場面において困難を来し得る。その結果、宗教団体の構

成員たる信徒は、個人として信仰を保持することはできても、団体を通じて自身の信仰を表明

し、継続的に宗教活動を行うための基盤を十分に得られないことになる。 

宗教団体にとって法人格が必要な場合に、国家が教義内容や当該宗教の社会的評価等の不明

確な基準に基づき、恣意的にその取得を妨げてはならない。宗教団体の法人格取得権は、宗教

活動の許可を求める権利ではなく、団体的信教の自由および結社の自由を実効的に行使するた

め、中立、平等、公正かつ透明な条件のもとで法人格を取得することのできる権利ということ

ができよう。 

 

（２）欧州人権裁判所判決と「法人格不可侵権」 

 法人格取得権に関する以上の判例法に加えて、欧州人権裁判所は、すでに宗教法人として活

動していた宗教団体から、法人格または国家により公認された地位を奪う局面についても、欧

州人権条約第 9 条および第 11 条の問題として扱っている。重要なのは、欧州人権裁判所が、

宗教団体が何らかの形で活動を維持できるかを問題としているのではなく、維持・継続されて

きた宗教法人としての地位が失われることにより、宗教団体の組織的基盤、社会的認識、構成

員たる信徒の宗教生活に及ぼす影響について検討している点である。 

 
24 Church of Scientology Moscow v. Russia, no. 18147/02, Judgment of 5 April 2007. 

25 Moscow Branch of the Salvation Army v. Russia, §59; Church of Scientology Moscow v. Russia, §73. 

26 Church of Scientology Moscow v. Russia, §81. 
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Jehovah’s Witnesses of Moscow and Others v. Russia（2010）27では、モスクワのエホバの証

人に対する解散および活動禁止命令が問題となった。右団体は、国家登録を受けた宗教法人と

して活動していたところ、国内裁判所により解散および活動禁止を命じられた。欧州人権裁判

所は、宗教団体の組織に関わる問題については、第 9 条の信教の自由を第 11 条の結社の自由

に照らして解釈すべきであるとしたうえで、宗教団体が国家の恣意的な介入を受けることなく

平穏に機能することは、構成員たる信徒の信教の自由の保障にとって不可欠であるとした28。 

裁判所は、宗教法人に対する解散および活動禁止を、団体それ自体だけでなく、個々の信徒

にも直接に影響を及ぼすものと指摘した29。宗教法人から法人格を奪うことは、当該宗教団体

が、礼拝施設の所有・賃借、金銭の授受に関する諸手続、雇用関係その他の諸契約の締結、宗

教資料の出版、教育活動等の法律行為を行うことを困難または不可能にする。また、ロシア法

上、宗教法人にのみ認められていた礼拝施設の設置、公衆に開かれた場所での礼拝、宗教文書

の作成・取得・配布、教育機関の設立、国際的な宗教交流等にも重大な支障が生じる30。した

がって、法人格の剥奪は、単なる法人としての地位を喪失するにとどまらず、宗教団体が団体

として信仰を表明し、構成員たる信徒が他者と共同で宗教生活を営むための基盤を奪うものと

評価された31。 

Magyar Keresztény Mennonita Egyház and Others v. Hungary（2014）32では、ハンガリー

の教会法改正により、従前「教会」として国家に登録されていた宗教団体がその地位を失い、

「協会」としての地位に移行させられたことが問題となった33。ハンガリー政府は、申立人ら

は協会として宗教活動を継続できるため、信教の自由に対する重大な干渉はないと主張した

 
27 Jehovah’s Witnesses of Moscow and Others v. Russia, no. 302/02, Judgment of 10 June 2010. 

28 Ibid., §99. 
29 Ibid., §101. 
30 Ibid., §102. 

31 Ibid., §103. 
32 Magyar Keresztény Mennonita Egyház and Others v. Hungary, nos. 70945/11, 23611/12, 26998/12, 

41150/12, 41155/12, 41463/12, 41553/12, 54977/12 and 56581/12, Judgment of 8 April 2014. 
33 なお、同判決にいう「教会」（Church）とは、単なる礼拝施設を意味するものではなく、ハンガリー法

上、国家により承認・登録され、法人格および一定の特典を付与された法的地位を意味する。この意味で、わ

が国でいうところの「宗教法人」に近い存在である。他方、「協会」（association）は、宗教法人とは異なる

法人形態であり、わが国でいうところの「一般社団法人」に近い存在である。したがって、本件で問題となっ

たのは、宗教法人としての法人格を喪失したことに加えて、これまで有していた「教会」としての地位を失

い、「協会」というより低い法的地位に移行させられたことであった。 
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34。これに対して裁判所は、問題は、申立人らが何らかの法的能力を有するかどうかに尽きる

ものではなく、従前国家により「教会」として承認されていたことおよびその地位に伴って付

与されていた利益が失われることにあるとした35。 

同判決は、欧州人権条約第 9 条および第 11 条が、宗教団体に対して特定の公法上の地位を

当然に保障するものではないことを認めている36。しかし、裁判所は、すでに与えられていた

「教会」としての地位を奪うことが、宗教団体の活動に重大な影響を及ぼすことを重視した

37。すなわち、「教会」という名称や国家による承認は、単なる形式的な呼称ではなく、当該

宗教団体の社会的位置づけ、対外的信用、団体の構成員たる信徒の自己理解、社会における受

容に関わるものである。とりわけ、国家の承認を欠く宗教団体は、公衆の目において「不審な

セクト」とみなされる危険がある。このような社会的評価の低下は、個人としてであれ、共同

体としてであれ、宗教実践に現実の影響を及ぼし得る38。 

さらに裁判所は、国家が一部の宗教団体に対して教会としての地位や特典を与える一方で、

他の宗教団体から従前の地位を奪う場合には、中立性および公平性の観点から厳格な審査が必

要であるとした39。国家は、宗教団体との協力関係を築き一定の支援制度を設ける裁量を有す

るが、その裁量は、特定の宗教団体を社会において劣位に置き、信徒が望まない偏見、差別や

不利益を被る危険を生じさせることを許容するものではない40。 

裁判所は、宗教団体の法人格や「教会」としての地位を絶対的なものとして扱っているわけ

ではない。国家は、一定の場合には、宗教団体の登録、法人格、公的地位、特典を制限し、ま

たは剥奪することができる。しかし、宗教法人としての地位や「教会」という公的承認を前提

に活動してきた宗教団体にとって、その地位は、宗教団体の組織的存立と構成員たる信徒の宗

教生活を支える基盤である。これを奪うことは、信教の自由および結社の自由に対する重大な

制約であり、単に宗教法人の世俗面を扱うということをもって軽視することは許されない。 

 
34 Ibid., §55. 
35 Ibid., §55. 
36 Ibid., §91. 

37 Ibid., §83. 

38 Ibid., §92. 

39 Ibid., §§106–107. 

40 Ibid., §94. 
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以上からすれば、宗教団体の法人格不可侵権とは、既に法人格またはそれに準ずる公的地位

を得て現に活動している宗教団体について、国家がその法人格を恣意的に剥奪し、またはその

地位を低めることは許されないという権利として理解することができる。その制約について

は、法人格取得権の場合以上に、現在の具体的危険、目的と手段の比例性、代替手段の不存

在、中立性・公平性が厳格に審査されなければならない。 

 

（３）小括 

 これまで見てきたように、欧州人権裁判所は、宗教団体の法人格について、これを取得する

こと、および、すでに取得した法人格またはそれに準ずる法的地位をみだりに奪われず、また

は変更されないことを、欧州人権条約第 9 条および第 11 条の問題として捉えてきた。前者に

ついては、個人は信教の自由を実践する際、個人的な礼拝や祈祷などにとどまらず、しばしば

組織体を通じて活動するのであって、そうした点から、第 9 条（思想、良心および宗教の自

由）は、第 11 条（結社の自由）に照らして解釈される必要があるとされている。そのうえ

で、裁判所は、宗教団体に法人格を付与することを正当な理由なく拒否し、または妨げること

は、当該団体の活動全体を制約するものとして許されないと判断している。これは、本稿のい

う法人格取得権として構成することが可能である。後者については、宗教団体の法人格が失わ

れることにより、従来可能であった法律行為が不可能または著しく困難になることは、宗教団

体の構成員たる信徒一人一人の信教の自由に深刻な打撃をもたらす。また、宗教団体の法的地

位をみだりに変更することも、当該宗教に対する社会的評価に影響し、それによって生じ得る

偏見や差別も、信徒一人一人の信教の自由を制約することとなる。これは、本稿のいう法人格

不可侵権として構成することが可能である。 

 法人格取得権および法人格不可侵権は、ともに宗教団体が法人として存在し得ることに関わ

る権利であるが、両者の性質は異なる。前者は、公正・中立・平等な条件のもとで国家に対し

て法人格の取得を求めるものであり、国家による法人格付与・登録制度を前提とする以上、請

求権的側面が強いものといえる。一方、法人格不可侵権は、すでに有している宗教団体の法的

位置付けについて、国家による恣意的な剥奪または変更を禁止するものであるから、自由権

的・防御権的側面が強いものといえる。 

 両者は、ともに信教の自由および結社の自由という基本的人権の重要部分に関わる権利であ

るが、絶対的に保障されるわけではない。ただし、これらを制約する際には、厳格な審査が要

求されなければならない。法人格取得権は、特定の法人形態を当然に保障するものではないか
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ら、宗教団体が法的な権利義務主体となるための実効的な道が残されていれば、一定の制約は

許容され得る。法人格不可侵権については、解散や「格下げ」を含め、すでに存在する法人と

しての地位に変更を加えること自体につき、そうせざるを得ない具体的な危険性の存在と、よ

り制限的でない代替手段の不存在が示されなければならない。 

 

３ 宗教法人の解散に関する私見 

（１）法理 

個人には、信教の自由が保障される（憲法第 20 条）。その信教の自由には、単独で信仰を

保持し、礼拝し、祈祷する自由にとどまらず、他者と共同して宗教団体を結成し、これを通じ

て宗教活動を行う自由も含まれる。一般に、信徒は個人を超えて組織的に宗教活動を行うこと

で、自身の信仰を深め、自己実現を目指す。信教の自由の一要素として宗教団体を結成する自

由が存在するのは、まさにこのことを理由とする。 

 宗教団体には、必ずしも法人格は必要ではない。宗教団体は、法人格を取得せずとも、代表

者や主管者個人の資格のもとで、その活動基盤を整えることが可能である。しかし、こうした

法関係は、代表者や主管者が変わることにより不安定なものとなり、または消滅し得る。集会

や礼拝のために施設を借り、信徒と雇用契約を結び、あるいは宗教資料を出版する場合など、

個人の資格のもとで宗教活動を行うには自ずから限界がある。このため、現代社会において宗

教団体が法人格を取得し、権利義務の主体として安定して存在することは、信教の自由を実効

的なものとするための十分な理由となる。宗教法人法が宗教団体に法人格を付与する目的は、

まさにここにある41。このため、宗教団体には法人格を取得する権利が認められる。 

 なお、この法人格取得権は、当然に宗教法人としての地位を取得する権利に限定されるもの

ではない。ここではあくまで、一般社団法人であれ、一般財団法人であれ、宗教団体が法的権

利義務主体となるための法人格を取得する権利が保障されれば足りるものと考えられる。もっ

とも、礼拝施設その他の財産管理という世俗的側面と、宗教活動を行う団体としての宗教的側

面とを併せ持つ宗教法人が、宗教団体にとってなお特殊な地位であることには疑いない。 

 
41 井上は、宗教法人法の解釈について、「少なくとも、団体法以来の宗教立法の沿革、特にその立法の根本趣

旨を検討した上で、解釈を下すべきである。」とした上で、「文理解釈は、法の解釈上不可欠な前段階的方法

ではあるが、字義のみにとらわれて目的論的解釈を捨てれば、法解釈としては無意味であろう。」と述べる。

井上・前掲注 7、429 頁。このように、宗教団体が宗教法人となることの意義や解散命令の要件に関する解釈

については、条文の字義のみにとらわれることなく宗教法人法全体の沿革や趣旨を参照する必要があろう。 
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 宗教団体は、法人格を取得したのちその法人格を維持する権利を有する。法人格は、もっぱ

ら世俗的な事項に関するものであるが、こと宗教法人についていえば、前述の通り、「法人」

部分に現れる世俗性と、「宗教団体」部分に現れる宗教性とが混在している。信徒が法人名義

の施設を礼拝所として使用したり、法人と雇用契約を結んだ上で教団職員として宗教生活を営

んでいたりする場合、この世俗性と宗教性とは判然と区別し得るものではない。したがって、

法人格の喪失が、世俗的側面に関する一種の規制であることを理由として、宗教的側面への影

響を否定したり、これを直ちに間接的影響にとどまるとみなすのは失当である42。 

さらに、宗教法人としての地位は、当該宗教団体が、所定の手続を経て法人格を取得し、登

記簿上も宗教法人として存在していることを示すという意味で、社会的な信用を裏付けるもの

でもある。これを国家が奪うことは、信徒に対して、宗教生活上の不利益のみならず、偏見、

差別や社会的信用の低下といった影響を招くことになる。これが、信徒の信教の自由に対する

侵害となり得ることもいうまでもない。こうした事態を防ぎ、構成員の信教の自由を保障する

ため、宗教団体は、取得した法人格を維持する権利を有するものということができ、国家が正

当な理由なくこれに介入することは許されない。 

 上記の法理は、欧州人権裁判所の判例法によっても支持されており、わが国における結社の

自由および信教の自由の理解において、こうした法理を否定すべき積極的な理由はない。この

ため、宗教団体は、結社の自由および信教の自由のもとで、法人格取得権および法人格不可侵

権を有するものといえる。 

 無論、両者ともに絶対的な権利とはいえない。特定の宗教団体が法人格を取得することまた

はこれを維持することが、他者の権利利益を侵害し、または公共の福祉に反するとき、これら

の権利は制約され得る。もっとも、その審査基準については、法人格取得権と法人格不可侵権

とで、性質上区別すべきである。例えば、宗教団体の法人形態が宗教法人である場合、法人格

取得権の制約根拠は、規則の認証の拒否（宗教法人法第 14 条１項）および取消（第 80 条）

 
42 なお、山本は、「規制態様が直接的であれ間接的であれ付随的であれ、特定の宗教的行為が妨げられる／あ

る宗教的信念に反する行為を行わざるを得なくなるのであれば、信教の自由にかかっている実質的な負担に大

きな差があるとは考え難い 。」と述べる。山本は、この指摘に先立ち、「間接的制約」に関する横大道聡の

整理を用いている。横大道は、これまでの判例は、憲法上の権利自体を制約することを目的とし、憲法上保障

された行為を制約している場合を「直接的制約」とし、それ以外の制約を「間接的制約」とした上で、失われ

ている利益が小さい、すなわち権利制約の程度が弱いと解してきたと整理している。その上で山本は、横大道

と同様に権利制約の強度や効果の程度を一般化・絶対視することに反対している。山本健人『承認と対話の憲

法理論 法の下の宗教的多様性』（ナカニシヤ出版、2025 年）237-238 頁。 
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となるが、これは法人格の取得に係る要件を具備していないことによるものであり、かつ要件

を具備することができない場合であっても、他の形態の法人格の取得を当然に妨げるものでは

ないため、一定程度緩やかに解することが可能となる。換言すれば、認証の拒否に行政の恣意

が介入せず、かつ代替手段が確保されている限り、法人格取得権が制約されているとは直ちに

はいえない。一方、法人格不可侵権の制約根拠の一つは、解散命令（宗教法人法第 81 条 1 項

1 号）となるが、これは「法令に違反し」「著しく公共の福祉を害すること」が「明らかに認

められる」場合に限られる。これについては、その権利の性質上、厳格な審査が必要となる。 

 

（２）宗教法人法第 81 条 1 項 1 号の審査基準 

 解散命令の根拠となる宗教法人法第 81 条 1 項 1 号については、限定解釈の上、権利制約の

正当性を厳格に審査する必要がある。その理由は以下のとおりである。 

 第一に、宗教法人法は、その沿革上、戦前の宗教団体法下において「行政機関に依存してき

た宗教の体質」に対する批判的な議論の中で成立したものであって43、行政の恣意および裁量

を排除することに眼目があった。特に、国家権力により強制的に宗教法人の存立を終了させる

制度である解散命令については、原案では「法令に違反し、若しくは公共の福祉に反したと

き」とされていたが、厳格化され、「法令に違反して」「著しく」公共の福祉を害すると「明

らかに」認められるとき、と改められた44。同条は、文理上も法の目的においても限定解釈を

要求しているのであって、これを行政の恣意および裁量を拡大する方向で解釈してはならない

ことは明白である。 

 第二に、宗教法人に対する解散命令は、宗教団体および構成員たる信徒の信教の自由および

結社の自由に含まれる法人格不可侵権を制約するものである。宗教団体の法人格は、宗教団体

および構成員たる信徒の宗教生活の基礎となる法律行為の土台であり、これを剥奪することに

より、宗教生活全体に支障を来すからである。また、宗教法人以外の法人形態をとることが可

能であるとしても、一旦宗教法人として認証されその地位を維持しているのであれば、その地

位を強制的に変更することは、宗教団体および構成員たる信徒に対して社会における偏見や差

別をもたらす一要因となり得るため、代わりとなる法人形態の存在のみを理由に正当化される

ものでもない。 

 
43 小川原・前掲注 4、192 頁。 

44 同 193 頁。 
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 以上より、解散命令の根拠については、極めて厳格な審査を要するものと解することができ

る。この審査にあたっては、「法令に違反」すること、「著しく公共の福祉を害する」こと、

「明らかに認められる」ことの意味内容を明らかにする必要がある。 

 第一に、「法令に違反」することについて。従来の政府解釈のもとでは、これを刑法等の違

反に限定しており、民法上の不法行為は該当しないとされてきた。しかし、2022 年 10 月 19

日の参議院予算委員会において、岸田文雄首相が従前の政府解釈を変更したことにより、民法

上の不法行為や使用者責任も対象とされることとなった。この点については、私的自治の尊重

の観点から公法上の違法行為と私法上の不法行為とを厳格に分けるべきとする主張もあり得る

が、私法領域においても、不法行為の結果、一般人の常識や社会通念に照らして多額な損害賠

償請求が認められることもあり、私法領域における法現象を十把一絡げに「法令違反」から除

外することもまた不都合といいうる。渡部が「『法令』とは、宗教法人法は、もちろん、あら

ゆる法律、命令・条例などを指す。」とするのもその趣旨であろう45。ただし、その射程が無

限定に拡大することは許されない。「法令違反」の中に私法上の不法行為を読み込むとして

も、例えば公序良俗や信義則に反するものが「違反」の対象たりうるかどうかは別問題であ

る。また、駒村が指摘するように、「法令違反」について「拡大解釈が、厳格解釈が、という

議論はあまり意味があるものではない」が、一方で 19 日の政府解釈の変更によりその射程が

「一挙に拡大」したことは、「かなりの強制措置」であることには疑いなく、「憲法の規範的

安定性を揺るがすものであり、憲法解釈の信頼を損なうもの」ともいえ46、この点について

は、現代社会における要請のみでなく宗教法人法の沿革や権利の性質をみながら慎重に検討す

る必要がある。 

 宗教法人法の趣旨に鑑みるに、行政機関の恣意および裁量は極力排除されなければならな

い。その観点からすれば、「法令違反」の該当性を判断する際、特に所轄庁が解散請求の主体

となり、問題となる行為の「組織性」、「悪質性」、「継続性」を評価・判断することは、行

政による恣意および裁量を招く危険がある。このため、宗教法人の行為が「法令に違反」する

かについては、解散命令の請求主体により区別して解釈する余地がある。請求主体が所轄庁や

検察官である場合には、従来の刑罰法規違反に限定して解すべきであり、一方、利害関係人が

 

45 渡部蓊『逐条解説 宗教法人法 第４次改訂版』（ぎょうせい、2009 年）378 頁。 
46 島薗他・前掲注 5、[駒村発言]172-173 頁。  
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解散請求をする場合には、行政による評価判断が介在する危険性が相対的に小さいことから、

民法上の不法行為も含むものとして解することができよう。 

 第二に、「著しく公共の福祉を害する」ことについて。この要件は、解散命令の射程を、

「法令違反」に該当する行為のうち、さらに「公共の福祉」の侵害が特に重大なものに限定す

る趣旨と解すべきである。ここでいう「公共の福祉」を、抽象的な人権制約の根拠とすること

は許されない。すなわち、その内容を、当該宗教法人に対する社会的評価、国民感情、不信

感、ならびに当該宗教法人の教義および実践に対する否定的評価とすべきではない。信教の自

由が、特に宗教的少数者を国家による圧力から保護することを重要な目的とし、宗教法人法が

前述のとおり行政の介入を可能な限り排除する趣旨を有するならば、ここでいう「公共の福

祉」とは、他者の生命・身体・自由・財産等の具体的法益、または社会秩序の根幹に関わる具

体的・客観的利益を意味するものとして、限定的に解釈されるべきである。 

 宗教法人法の成立過程において同条の原案にわざわざ付け加えられた「著しく」という文言

は、この限定解釈をさらに強化するものとして解すべきである。すなわち、当該宗教法人の行

為が、法人格不可侵権を制約し得る程度に、重大かつ具体的な害悪を生じさせていることが必

要となる。この意味で、「著しく公共の福祉を害する」といえるためには、少なくとも、当該

宗教法人の「法令違反」行為による被害の性質、規模、反復性、継続性、組織性の程度、なら

びに現在および将来における具体的危険の存在が、総合的に検討されなければならない。その

際、たとえば、被害の規模が甚大であり継続性が認められる場合であったとしても、それが過

去の個別的行為の集積にとどまり、現在および将来において具体的な危険をもたらすことが確

実であるといえない場合には、解散命令の請求時点において、「公共の福祉」への害悪の程度

がなお「著しい」と評価できるかは慎重に判断されなければならない。また、「法令違反」行

為の組織性が問題とされる場合であっても、それは当該宗教法人全体の方針、意思決定、活動

の構造と実質的に結びついていることを要し、一部の信徒、役職者、関連団体の行為をもって

直ちに「公共の福祉」を害する程度が「著しい」ということはできない。 

 第三に、「明らかに認められる」ことについて。宗教法人に対する解散命令は、行政機関の

評価や社会的な批判、「疑い」や「推測」に基づくものであってはならない。解散命令は、宗

教団体の法人格不可侵権を制約する極めて重大な措置であるため、裁判所は、「法令違反」行

為による公共の福祉への著しい害悪の存在につき、高度の蓋然性を求めるべきである。ここで

いう「明らかに認められる」とは、裁判官が一応の心証を得たという程度で足りるものではな
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い。当該宗教法人の「法令違反」が明確であり、「公共の福祉」を「著しく」害することが、

客観的証拠に基づき高度の蓋然性をもって認定される必要がある。 

 民法上の不法行為や使用者責任が問題となる場合には、その成否は個別事情により左右され

ることから、将来に関する未確定の事項や被害申告の多寡のみをもって、「公共の福祉」を

「著しく」害することが直ちに「明らかに認められる」とすべきではない。また、この文言

は、行政庁の評価を裁判所がそのまま追認することを認めない趣旨であるとも理解することが

できる。同条は、所轄庁、利害関係人または検察官による解散請求を認めつつ、その判断主体

はあくまで裁判所としている。これは、前述のとおり、法人格不可侵権が行政庁の判断により

制約されてはならず、あくまで司法手続において厳格な審査を要求するものであることを示し

ているのである。 

 

（３）東京高裁令和 8 年 3 月 4 日決定のあてはめと評価 

 以下では、高裁決定につき、宗教法人法第 81 条 1 項 1 号を構成する要素ごとに検討する。 

①「法令に違反」するか 

高裁決定は、「法令に違反」する行為について、民法第 709 条上の不法行為を含むものと

して解している。すなわち、高裁決定は、抗告人の信者らが「昭和 54 年 11 月から平成 26 年

9 月までの間、計 140 名の対象者らに対し、不法行為に該当する不相当献金等勧誘行為等」を

行い、財産上の損害および精神的苦痛を与えたこと、また、「昭和 48 年 3 月から遅くとも平

成 28 年 6 月までの間、計 366 名の対象者らに対し、不法行為に該当する不相当献金等勧誘行

為等」を行い、損害を与えたことを認定したうえで、「民法 709 条の不法行為を構成する行

為は、宗教法人法 81 条 1 項 1 号にいう『法令に違反』する行為に当たると解するのが相当で

ある」とする（高裁決定 154 頁）。 

 しかし、この解釈は、本件の請求主体が所轄庁であることを十分に考慮していない。前述の

とおり、宗教法人法は、戦前の宗教団体法への反省に立ち、行政の恣意および裁量を排除する

ことを眼目として成立したものである。とりわけ解散命令は、宗教法人の法人格を強制的に剥

奪する制度であるから、その発動については、行政的評価や政治的判断が介在する余地を最大

限排除しなければならない。 

 この観点からすれば、所轄庁が解散命令を請求する場合に、民法第 709 条上の不法行為を

広く「法令違反」に含めることには重大な問題がある。民法上の不法行為は、個別事情に応じ

て、違法性、故意・過失、因果関係、損害の範囲、使用者責任の成否等が判断されるものであ
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り、その判断には一定の評価が伴う。本件のように宗教法人の活動が問題となる場合、所轄庁

が、信徒の個別的行為を集積し、その「組織性」、「悪質性」、「継続性」を評価したうえ

で、当該宗教法人全体の「法令違反」を主張することになれば、行政庁が宗教団体の活動全体

に対して広範な評価権限を有するということになりかねない。 

 高裁決定は、抗告人への行為について、信徒らの行為は、抗告人が「会長等の幹部の承認の

下、信者らに対し、社会通念上相当な範囲を逸脱しない方法・態様による勧誘では達成できな

いような数値目標を定めて献金や物品の購入の勧誘を行うよう求め」たことによるものとす

る。また、コンプライアンス宣言後についても、抗告人が「不相当献金等勧誘行為等防止措置

を十分に執らず、また、数値目標緩和措置を全く執らず」、従前と同水準の献金収入予算額を

地方組織に通達したことを重視している（同 155 頁）。 

ここで高裁が行っている判断は、単なる客観的な「法令違反」の有無の確認ではない。そこ

では、宗教法人内部の予算編成、献金目標、幹部の認識、コンプライアンス措置の実効性、信

徒の勧誘態様との関連性が総合的に評価されている。これらは、まさに行政庁による宗教法人

の活動構造の評価を通して、行政の恣意および裁量が入り込み得る領域といえる。 

したがって、少なくとも所轄庁による解散請求の場合には、「法令に違反」する行為は、従

来の政府解釈のように刑罰法規違反に限定して解すべきである。利害関係人による請求の場合

には、行政による宗教評価が直接介在する危険が相対的に小さいため、民法上の不法行為を含

める余地を認めることは可能である。しかし、本件のように所轄庁が解散請求の主体となる場

合にまで、民法第 709 条上の不法行為を広く「法令違反」に含めることは、宗教法人法第 81

条 1 項 1 号の限定解釈を逸脱する疑いがある。 

 

②「著しく公共の福祉を害する」か 

 次に、高裁決定は、抗告人の信者らによる不相当献金等勧誘行為等が、「著しく公共の福祉

を害すると明らかに認められる行為」に当たると判断している。 

 高裁決定は、その根拠として、目的の不当性を挙げる。すなわち、高裁決定は、抗告人が信

徒らに献金や物品購入の勧誘を求めたことについて、「抗告人の献金収入を増大させるととも

に、韓国家庭連合の資金を含む文鮮明（その死後は韓鶴子）の活動資金を獲得する目的」によ

るものとし、さらに、コンプライアンス宣言後も同様に、「抗告人の献金収入及び韓国家庭連

合の資金を含む文鮮明（その死後は韓鶴子）の活動資金の減少を防ぐ目的」によるものであっ

たとする（同 156 頁）。 
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 また、勧誘の態様について、抗告人の信者らによる行為は、「マニュアルを作成するなどし

て組織的に、①未証しや因縁トークを初めとする害悪の告知といった方法により、対象者の自

由な意思を制限し、献金等行為をするか否かについて適切な判断をすることが困難な状態に陥

らせた上で」献金等を勧誘するものであり、さらに「対象者の自由な意思を抑圧し、抗告人の

教義に基づく活動をするか否かについて適切な判断をすることが困難な状態に陥らせ」たうえ

で、献金等や伝道・教化活動への従事を求めるものであったとして、「極めて悪質である」と

評価する（同 156〜157 頁）。 

結果の重大性についても、「遅くとも昭和 54 年 11 月から本件銃撃事件までの 42 年間以上

という長期間にわたり、確実に認定できる者に限っても 506 名」に対し、「極めて多額に上

る財産上の損害及び多大な精神的苦痛」を与えたとし、具体的には、「献金等出捐金等相当額

合計 15 億 1222 万 8609 円の財産上の損害及び合計 1 億 7177 万円の慰謝料に相当する精神的

苦痛」、さらに和解対象者等について「和解金合計 57 億 5277 万 6082 円」を与えたものと認

定している（同 157 頁）。高裁決定は、以上を総合し、「目的の不当性、不相当献金等勧誘

行為等の態様の悪質性及び結果の重大性に鑑みれば」、抗告人の信者らの行為は「著しく公共

の福祉を害すると明らかに認められる行為」に当たると結論づける（同 157 頁）。 

 これらの事情は、過去の被害の重大性、反復性、継続性、組織性を裏付けるものとして軽視

することのできないものである。被害者およびその家族が受けた財産的損害・精神的苦痛は重

大であり、個別の被害救済や再発防止が必要であることも当然否定されるべきではない。 

 しかし、宗教法人法第 81 条 1 項 1 号における「著しく公共の福祉を害する」という要件

は、過去に重大な被害が発生したことだけで充足されるものではない。解散命令は、宗教法人

の活動基盤を消滅させる措置であるから、これを正当化するためには、現在および将来におい

て、当該宗教法人を存続させることが他者の権利・自由または社会秩序に具体的危険をもたら

すことを示す必要がある。 

 この点について、高裁決定も、本件銃撃事件後の状況に関し、「本件銃撃事件後に行った不

相当献金等勧誘行為等が問題となった民事訴訟等の存在は、証拠上明らかではない」と認めて

いる（同 162 頁）。少なくとも高裁決定の認定上、本件銃撃事件後に新たな不相当献金等勧

誘行為が民事訴訟等において顕在化していることは、証拠上明らかではない。それにもかかわ

らず、高裁決定は、「現在もなお、抗告人の信者らによって不相当献金勧誘行為が行われるお

それがある」と判断している（同 162 頁）。その根拠として、高裁決定は、抗告人の姿勢に

ついて、「抗告人は、本件銃撃事件後の現在もなお、①信者らにより不相当献金等勧誘行為等
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が行われてきた根本的な原因が抗告人にあることを認めておらず、②実効性のある不相当献金

等勧誘行為等防止措置を執っておらず、③献金収入の予算額を減額する措置を執ってはいるも

のの、数値目標緩和措置として実効性のある措置といえるのかどうかが明らかではない」と述

べる（同 163 頁）。さらに、高裁決定は、抗告人が「今後、再び、献金収入の予算額を引き

上げ」るおそれがあり、その場合、信者らが不相当献金勧誘行為を行う可能性が高いとする

（同 163 頁）。 

 しかし、これは現在の具体的危険性についての高度の蓋然性を示すものとはいい難く、抗告

人の態度、内部構造、過去の活動状況からの推測にとどまる。高裁決定は、「おそれがあ

る」、「可能性が高い」、「期待し難い」などと予測を重ねているが、現在、具体的に、誰に

対して、どのような不相当献金等勧誘行為が行われ、またはいかなる危険が差し迫っているの

かを明示していない。 

 したがって、高裁決定の判断は、過去の被害の重大性をもって、現在および将来の具体的危

険性を推測する構造となっている。しかし、「著しく公共の福祉を害する」という要件は、過

去の違法行為の重大性だけではなく、当該宗教団体の法人格を存続させること自体が、現在な

お重大な危険を生じさせていることを要求するものと解すべきである。高裁決定は、この審査

を十分に尽くしていない。 

 高裁決定は、行為の組織性について、抗告人の献金目標、予算編成、幹部の承認、コンプラ

イアンス宣言後の対応を重視している。しかし、宗教法人全体の法人格を剥奪する以上、単に

信徒らの行為が抗告人の活動構造と何らかの関連を有するというだけでは不十分である。問題

とされる違法行為が、当該宗教法人全体の方針、意思決定、活動構造と不可分に結びつき、個

別責任の追及やより限定的な措置では対処できないことが、客観的証拠により示される必要が

ある。高裁決定は、組織的関連性について一定の認定を行っているが、その認定は、解散命令

という手段を正当化するほどの根拠を十分に示すものとはいえない。 

以上より、高裁決定は、「著しく公共の福祉を害する」ことについて、過去の被害の重大性

については一定程度認定しているものの、現在および将来における具体的危険性、ならびに宗

教法人格の剥奪を正当化するほどの組織性の審査を尽くしているとはいえない。 

 

③（法令違反および公共の福祉への著しい害悪が）「明らかに認められる」か 

 高裁決定は、「明らかに認められる」という要件についても、厳格な審査を行っているとは

いえない。 
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 前述のとおり、「明らかに認められる」とは、法令違反および公共の福祉への著しい害悪の

存在について一応の心証が形成されることを意味するものではない。解散命令は宗教法人の法

人格不可侵権を制約するものである以上、当該宗教法人の法令違反が明確であり、公共の福祉

を著しく害することが、客観的証拠に基づき高度の蓋然性をもって認定されなければならな

い。 

 高裁決定は、過去の不法行為については、本件確定判決、本件和解、和解金額等に基づき相

当程度具体的な認定を行っている。しかし、現在の具体的危険性については、同程度の具体

性・蓋然性を示していない。むしろ、高裁決定は、前述のように、本件銃撃事件後の不相当献

金等勧誘行為が問題となった民事訴訟等の存在については「証拠上明らかではない」と認めな

がら、抗告人が根本原因を認めていないこと、防止措置の実効性が明らかでないこと、将来再

び献金予算を引き上げるおそれがあることを理由として、現在の具体的危険性を推定してい

る。 

しかし、「明らかに認められる」という文言が解散命令発動の要件を限定する趣旨である以

上、将来のおそれや可能性に基づく推測では不十分である。本件は民法上の不法行為を「法令

違反」として争う事案であり、その成否は個別事情に左右されるため、なおさら高度の蓋然性

を示す必要がある。にもかかわらず、高裁決定は、過去の被害と現在の危険性に関する推測と

を同視することにより、解散命令の結論を導いている。この点で、「明らかに」という文言を

付け加えることの意味は失われている。 

高裁決定は、解散命令以外のより制限的でない代替手段の不存在についても、高度の蓋然性

をもって認定しているとはいえない。高裁決定は、不当寄附勧誘防止法に基づく勧告等につい

て、同法第 6 条、第 7 条 2 項〜4 項および第 16 条が、一定の場合に内閣総理大臣による勧告

等や制裁を予定していることを確認する。そのうえで、高裁決定は、「抗告人が、不当寄附勧

誘防止法に基づく勧告等や制裁を受けたとしても、信者らによる不相当献金等勧誘行為等の根

本的な原因が抗告人にあることを認めて、抜本的・恒久的措置として実効性のある不相当献金

等勧誘行為等防止措置や数値目標緩和措置を執るとは考え難い」とする（同 164 頁）。そし

て、「不当寄附勧誘防止法に基づく勧告等や制裁の措置は、抗告人の信者らによる不相当献金

勧誘行為を防止するための実効性のある手段とはなり得ない」と結論づける（同 165 頁）。 

ここでも、高裁決定は、代替手段が現実に機能しないことを具体的に検証しているわけでは

ない。高裁決定は、抗告人が自発的に効果的な措置を執ることは「期待し難い」と評価し、そ

のことから不当寄附勧誘防止法上の措置も実効性を有しないと判断している。しかし、法人格
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不可侵権の制約においては、より軽い措置が実際に試みられたか、またはそれが構造的に不可

能であるか、あるいは緊急性のため試みる余地がないかが、具体的に示されなければならな

い。 

 高裁決定は、「抗告人の信者らによる不相当献金勧誘行為を防止するための実効性のある手

段は、抗告人の解散命令以外には見当たらない」と述べる（同 165 頁）。しかし、これは、

代替手段の不存在を高度の蓋然性をもって認定したものではなく、抗告人の姿勢に対する否定

的評価を前提として、解散命令以外の手段を排除したものと解される。代替手段の不存在は、

単に裁判所が他の手段を期待できないと判断するだけでは足りず、他の手段では目的を達成で

きないことが、客観的かつ具体的に示される必要がある。 

 このように、高裁決定は、過去の不法行為については詳細に検討する一方、現在の具体的危

険の存在および代替手段の不存在については、同等の審査を行っておらず、宗教法人法が要求

する「明らかに認められる」に足るものとはいえない。 

 

④法人格不可侵権の観点からの評価 

 以上の問題は、結局のところ、高裁決定が宗教法人を解散することを、法人格不可侵権の制

約として十分に位置付けていないこと、または法人格不可侵権の重要性を十分に認めていない

ことに起因する。 

 高裁決定は、宗教法人法の性格について、「宗教法人法は、宗教団体が礼拝の施設その他の

財産を所有してこれを維持運用するなどのために、宗教団体に法律上の能力を与えることを目

的」とし、「同法による宗教団体の規制は、専ら宗教団体の世俗的側面だけを対象とし、その

精神的・宗教的側面を対象外としている」と述べる（同 160 頁）。さらに、解散命令につい

ても、宗教法人が「法令に違反して著しく公共の福祉を害すると明らかに認められる行為」を

した場合には、法人格を与えたままにしておくことが不適切または不要となるため、司法手続

によって宗教法人を強制的に解散し、「その法人格を失わしめることが可能となるようにした

もの」であり、「会社の解散命令と同趣旨のもの」と解している（同 161 頁）。 

 この理解は、宗教団体の法人格について、その世俗的側面のみに光を当てて把握するもので

ある。しかし、宗教法人としての地位は、単なる財産管理上の便宜や特典にとどまらない。そ

れは、宗教団体が礼拝施設を維持し、信徒が共同で宗教実践を継続することを可能とし、団体

の活動を対外的に「宗教活動」として行うための法的基盤である。したがって、これを会社の
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解散命令と同趣旨と捉えることは、宗教団体の法人格の憲法上の意義を過小評価するものであ

る。 

 もっとも、高裁決定は、解散命令の影響を全く無視しているわけではない。高裁決定は、解

散命令によっても、信者は「法人格を有しない宗教団体を存続させ、あるいは、これを新たに

結成することが妨げられるわけではなく、また、宗教上の行為を行い、その用に供する施設や

物品を新たに調えることが妨げられるわけでもない」とし、「信者の宗教上の行為を禁止した

り制限したりする法的効果を一切伴わない」と述べる（同 161 頁）。他方で、高裁決定は、

清算手続により、「宗教法人に帰属する財産で礼拝施設その他の宗教上の行為の用に供してい

たものも処分されることになる」ため、信徒らが宗教上の行為を継続するのに「何らかの支障

を生ずることがあり得る」とも認めている。そして、そのような場合には、「憲法の保障する

精神的自由の一つとしての信教の自由の重要性に思いを致し、憲法がそのような規制を許容す

るものであるかどうかを慎重に吟味しなければならない」と述べる（同 161 頁）。 

 この理解はなお不十分である。高裁決定は、宗教団体が法人格を喪失することの影響を、信

徒の宗教上の行為を禁止・制限する法的効果の有無という観点から評価している。しかし、法

人格不可侵権の観点から重要なのは、宗教上の行為が形式的に禁止されるかどうかではなく、

宗教団体がこれまで宗教法人としての地位を前提として形成してきた組織的・制度的基盤を国

家が破壊すること、また、宗教団体の法的地位を変更することが宗教団体の構成員たる信徒一

人一人に対して実害を及ぼすことである。 

 この点、高裁決定は、抗告人側の主張として、解散命令が出されれば、「抗告人の信者が、

礼拝・集会の施設を奪われ、説教者も解雇されていなくなり、団体を結成して組織として宗教

活動を行うことができなくなる」との主張を挙げている。また、抗告人は社会的差別・疎外・

迫害の激化、外国人信者のコミュニティ喪失、職員の法的地位への影響等も主張している（同

166 頁）。これらは、宗教法人の解散が単なる財産の処分等にとどまらず、宗教団体の社会的

存在、構成員の共同での宗教生活、信徒に対する社会的認識に深く関わることを示す重要な主

張といえる。 

しかし、高裁決定は、これらの主張について、法人格不可侵権の制約として厳格な審査を行

うのではなく、最終的には、不相当献金等勧誘行為を防止する必要性の中に吸収している。す

なわち、高裁決定は、解散命令の目的について、「既に発生した被害の回復を図るためではな

く、抗告人の信者らが今後再び不相当献金勧誘行為を行うことを防止するためである」と述べ

る（同 165 頁）。この目的自体は正当といえるが、その目的を達成するために、宗教団体の
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法人格の剥奪という最も重い手段が真に必要不可欠であるかについては、なお厳格な審査が必

要である。 

 高裁決定は、現在の具体的危険性については推測にとどまり、代替手段についても「見当た

らない」と述べるのみで、これを具体的に検討しているわけではない。したがって、法人格不

可侵権を制約するに足る高度の蓋然性を示しているとはいえない。その結果、高裁決定は、宗

教団体の法人格の剥奪が信徒および宗教団体の信教の自由および結社の自由に及ぼす重大な影

響を十分に評価しないまま、解散命令の結論に至っている。このため、本件において中心とな

るべき法人格不可侵権の制約については、その重要性が十分に認識されておらず、解散命令の

要件についても不十分な検討に終始していると言わざるを得ない。 

 

4 結論 

以上のとおり、宗教団体が法人格を有することの意義は、単なる財産管理や取引上の便宜と

いった世俗的な側面にとどまるものではない。宗教団体は、礼拝施設の所有・賃借、金銭の授

受に関する諸手続、雇用関係その他の諸契約の締結、宗教資料の出版、教育活動等を通じて、

組織的に宗教活動を行う存在であって、その物的基盤を整えるのが法人としての地位である。

したがって、宗教団体が法人格を取得し、これを維持することは、宗教団体および構成員たる

信徒一人一人の信教の自由を実効的に保障するための重要な基盤である。 

 本意見書では、宗教団体が法人格を取得する局面に関わる権利を「法人格取得権」、すでに

取得した法人格またはそれに準ずる法的地位をみだりに剥奪されず、または変更されない権利

を「法人格不可侵権」として区別した。前者は、宗教団体が中立、平等、公正かつ透明な条件

のもとで法人格を取得することを求める権利である。後者は、長期にわたり形成されてきた宗

教団体の組織的基盤、社会的信用、構成員たる信徒の宗教生活を保護するものであり、その制

約には、厳格な審査が要求される。 

 宗教法人法第 81 条 1 項 1 号は、「法令に違反して、著しく公共の福祉を害すると明らかに

認められる行為」を解散命令の要件としている。この文言は、宗教法人に対する国家の介入を

限定する趣旨で理解しなければならない。解散命令は、宗教法人の法人格を強制的に失わせる

最も重い措置であるから、「法令に違反」すること、「著しく公共の福祉を害する」こと、

「明らかに認められる」ことの各要件については、宗教法人法の沿革、信教の自由および結社

の自由の重要性、ならびに法人格不可侵権への重大な制約であることを踏まえ、厳格に判断さ

れる必要がある。 
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 本件において、高裁決定は、過去における不相当献金等勧誘行為等の重大性、継続性、組織

性を詳細に認定している。その被害が深刻であり、被害者および家族の救済ならびに再発防止

が重要であることは当然である。しかし、解散命令は、宗教法人に対する国家介入の最たる形

態である以上、憲法はその発動について、過去の違法行為のみを理由とするのではなく、現在

および将来における具体的危険を除去するためのやむを得ない手段であることの証明を課して

いる。したがって、過去の被害の重大性のみをもって、当該宗教法人を存続させること自体が

重大かつ具体的な危険を生じさせていると推認することではなお不十分である。高裁決定は、

本件銃撃事件後に新たな不相当献金等勧誘行為が民事訴訟等として顕在化していることは証拠

上明らかでないとしながら、抗告人の姿勢、防止措置の実効性、将来の献金収入予算額の引上

げのおそれ等を根拠として、現在の具体的危険性を認定している。しかし、これは将来のおそ

れや可能性に基づく推測にとどまり、宗教法人法第 81 条 1 項 1 号が要求する「明らかに認め

られる」という高度の蓋然性を満たすものとはいい難い。さらに、解散命令以外のより制限的

でない代替手段についても、具体的に検証されているとはいえない。 

 本件においては、宗教法人の法人格を剥奪することが、宗教団体および構成員たる信徒の信

教の自由ならびに結社の自由に及ぼす重大な影響を正面から検討し、宗教法人法第 81 条 1 項

1 号を限定的かつ厳格に解釈する必要がある。とりわけ、所轄庁による解散請求である本件に

おいては、行政的評価や社会的批判が宗教団体の存立を左右することのないよう、裁判所によ

る慎重かつ厳格な審査が不可欠である。 

 よって、最高裁判所においては、解散命令が宗教法人の法人格不可侵権に対する重大な制約

であることを踏まえ、宗教法人法第 81 条 1 項 1 号の各要件を限定解釈した上で、当該宗教法

人が存続することによる現在および将来の具体的危険、当該宗教法人による法令違反行為が公

共の福祉への著しい害悪をもたらす蓋然性およびその組織性、解散より制限的でない他の代替

手段の不存在等につき厳格に審査されたい。本件においては、少なくとも高裁決定の示す理由

のみでは、宗教法人の法人格を剥奪する手段としての解散命令を正当化するには足りないもの

と思料する次第である。 


